




























































　　している。たとえば, Barclays Bank はBarclays Insurance を傘下に
　　持ち，生命保険業務を行なっている，
　②　８８年１２月, Lloyds Bank はBlack Horse Life やLloyds Bank
　　Insurance Service （保険ンローカー）等の子会社を生保大手のAbbey


















































































































































































































































て, nationalbank は強制加盟であるのに対し, state bankは任意加盟とい
うような取り扱いの違いを発生せしめている。この２元的制度は，生命保
険会社についても同様である。それらを列挙しておこう。
　①　連邦レべルでは，マッカラン・ファーガンン法（1945年）が全国的性
　　格をもつ分野について規制していること。
　②　州レベルでは，各州がそれぞれの州保険法に基づき規制しており，
　　実質的な業務規制は州法によって行なわれていること。
　③　州保険法の規範法典はニューヨーク州法（1906年）で,生命保険･年
　　金業務などのほか，投資顧問業務・投資管理業務など本来の業務に必
　　然的に付随する業務を除き，一切他の業務を営んではならないと規定
　　している（本体での他業禁止。可能な業務は，ａ.生命保険,年金，傷害・健康
　　保険，b.再保険，c.基金積立協定(funding agreement), d.分離勘定を条件と
　　　　　　　　　　　　　　－61（56）－
1992年ＥＣ市場統合時における相互主義の適用に触発されていることは局
知である。さらに，規制緩和や通信技術の発展などに起因する金融の証券
化による銀行業務と証券業務との境界線が不明確になるという構造的な変
化が，制度改革に拍車をかけている。従来の業務分野規制では，金融証券
化という構造変化に耐えられない問題を含んでいるからである。
　本稿では，各業態の金融機関がリテール業務に進出していること，とく
に都市銀行等の大手金融機関の動向を念頭に置き，リテールとしての生命
保険事業を考察する。保険が単なる保障機能だけでなく，貯蓄機能そして
世代間資産トランスファーにおいて重要な機能を果たし，労働所得のヘッ
ジ機能だけでなくストックのヘッジ機能をももち，生涯生活設計の中心に
位置付けられるからである。とくに，諸外国における金融制度ないしその
制度改革において，生命保険事業および生命保険会社がいかなる状況にあ
るかをサーベイし，日本の制度改革における生命保険会社について論じる
上での一助としたい。
　　1.諸外国の金融制度における生命保険事業
　諸外国の金融制度における生命保険事業・生命保険会社の取り扱いは。
ニバーサル型（兼営型）と分業型に大別される。生命保険事業の特殊性か
らか，本体での兼営型は少なく，生命保険業務のもつ意義は各国共通であ
る。　したがって，分業型が主流であるが，厳格に分業しているタイプは少
なく，特殊会社ないし子会社など何かしらの形で他業態との相互乗り入れ
を行なっている。たとえば，アメリカの金融制度改革では，銀行と証券の
垣根の見直しが進行しているが，その中で保険業務も銀行に認める方向で
検討されている。とくに，銀行持株会社は銀行のみならず，保険会社も保
有することが検討されているし，一つの持株会社が翼下に証券，銀行保険
の子会社を抱え，すべての金融サービス業務を行なおうという金融持株会
社の動きすらある。カナダでは，1987年６月に金融制度改革を行ない，銀
　　　　　　　　　　　　　　－62（55）－
　　0.はじめに
　金融の自由化・グローバル化の進む中で，金融機関はリテール業務への
進出を行なっている。　リテール業務といっても，個人・小口取引という範
躊だけではなく，中小企業取引それもスモール・マーケットだけでなく，
ミドル・マーケットをも含む場合がある。都市銀行のリテールといって
も，ミドル・マーケットであり，個人取引といっても，富裕な個人層とい
うものである。したがって，リテールを一括りに議論することはできない。
しかし，リテールの柱として信託や保険といった業務が注目されている。
個人の生涯生活設計において不可欠の要素であり，世代間の資産トランス
ファーにおいても不可欠の要素であるからである。
　このような，市場の変化を受けて金融制度改革の議論がかまびすしい。
金融取引に国境がなくなり，より有利な取引条件・制度・法制・税制など
を求めて資金フローは動き，これを情報通信技術の革新が加速している。
さらに，国際金融市場への進出は，収益機会の多様化でもあり，リスクの
分散化にもなるほか，国際社会での責任の分担にもなるので，望ましいと
される。
　金融のグローバル化かもたらすある種の問題は，金融の空洞化である。
海外部門が伸びることは，海外での調達・運用が国内よりも有利・安全・
容易だからかもしれないが，何よりも日本の巨大な間接投資を吸収できる
市場はニューョーク位だから，為替リスクなどがあるものの海外に進出し
ていく。しかし，このように国内で資金調達・運用しないことは，国内金
融市場に閑古鳥が鳴くという金融の空洞化を招く懸念がある。そのような
懸念は，一部の海外進出企業かもしれないが，海外に出ていくのは，信用
度の高い超一流企業であろう。
　金融の自由化・グローバル化の進行は，各国の金融制度を標準化する効
果をもつ。　日本における金融制度の見直しでも，「国際性」が重視され。
　　　　　　　　　　　　　　― 63 (54)一
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